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お会いセきるのを楽しみにしています。   
最後になりましたが、岩本先生、2年間本当にありがとうございました。  
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合して新たな国際秩序が作られると考えられる。   
本稿では、グローバル化といわれる時代の【‾‡コでの国際的な制度作りがどのようなもので  
あるかを検証し、それをもとに、グローバリズムがどの方向で進みつつあるのかを考察し  












を浮き彫りにする。   
第1節では、投資協定の背景として、世界の直接投資動向・投資協定の変遷を概観する。  
また投資協定の締結目的がどのように変化してきたかを考察する。   
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に二分されるが、本稿では、「対外直接投資」を分析の対象として試論を進める5。   
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表卜1主要国・地域の対外直接投資フロー（国際収支ベース）  （単位：100万ドル、％）  
93年  94年  95年  
び率  び封抗  伸び率  寄与度   
84413  80697  9948l  92692  △6．8  109954  18．6  132829  20．8  4．8   
カナダ   5711  9303  11490  12890  12．2  2205了  71．1  26411  19．7  0．9   
EU   95410  12tO54  160364  184280  14．9  22396l  21．5  382136  70．6  33．3   
英国   26811  34149  44464  3515了  △20．9  63499  80．6  106734  68．1  9．1   
ドイツ   15263  17258  39100  507了3  29．9  41211  △18．8  87693  112．8  9．8   
フランス   20605  24438  15∈ほ4  30362  91．9  35484  16．9  40了96   15  1．1  
オランダ   12062  17676  201草9  31518  56．6  28943  △8．2  39812  37．6  2．3   
ベルギー」ルクセンブルク  4904  1371  11603  8026  △30，8  7713  △3．9  232了2  20l．7  3．3   
スウェーデン   1471  6685  11399  5112  △55．2  12119  137．1  22371  幻．1  2．2   
フィンランド   1401  4354  1494  3583  139．8  5260  46．8  19392  268．7   3   
スペイン   2652  3831  3650■  5208  42．7  10042  92．8  18509  84．3  1．8   
スイス   8764  10793  12210  16152  32．3  18005  1t．5  14226  △21．0  △0．8   
オーストラリア   2499  2472  3842  5851  52．3  6220  6．3  2464  △60．4  △0．8   
日本  13834  18089  22508  23442  4．2  26059  11．2  24625  △5．5  △0．3   
アジアN忙S   6】03  9678  】2816  14788  15．4  14414  △2．5  11了43  △18．5  △0．6   
韓国   1340  2461  3552  4671  31．5  4449  △4．7  4799  了．9  0．一l   
台湾   2611  2640  2983  3843  2臥8  5243  36．4  3836  △26月  △0．3   
シンガポール   2152  4577  6281  6274  △0．1  4722  △24．7  3108  △34．2  △0．3   
タイ   233  493  886  931  5．2  390  △5臥1  130  △66．6  △0．l   
中国   4400  2000  2000  2114  5．7  2563  21．2  2634  2．8   0   
7575  6255  7510  730．2  △4．t  15598  t16．6  15455  △0．9  △0．0   
メキシコ   △110  1058  △263   38  1108  ．28■ほ．8  1363   23 0．1   
ブラジル  491  103了  1384  △467  1042 2721  161．1  0．4   
世界  24742512849ほ    358573  379872  5朝475125   25．1  648920  36．6  36．6   
先進匡l   207378  242029  306025  349820  4．5  406668   27．2  594699  46．2  39．6   







現地総計よリJETRO作成を転載（JETRO〔2000】2－3頁）。   
表卜2 主要国・地域の対内直接投資フロー（国際収支ペース）  （単位：100万ドル、％）  
93年  94年  95年  
び率  tぴ・  伸び率  寄与度   
米国   52553  47438  59644  88978  49．2  109263  22．8  193373   77  18．t   
カナダ  4749  8224  9319  9408   11466  21．9  16515  44－  1／l   
EU   80484  72200  1t5058  108800  △5，4  】28575  柑．2  230608  79．4   22   
英国   15586  9208  20318  257壬‡3  26．9  37004  43．5  6了48l  82．4  6．6   
オランダ   8513  7209  ■12082  14564  20．5  12675  △13．0  33346  163．l  4．5   
フランス   20754  15799  23733  21872  △7．4  23045  4．9  27998  21．5  1．1   
ベルギー・ルクセンブルク  10750  8514  10689  14064  31．6  12352  △12．2  20824  68．6  1．8   
スウェ岬デン   3705  6269  14939  5492  △63．2  1027l   87  19413   89   2   
ドイツ   1946  1936  11986  5506  △54．■t  10167  84．7  18712   84  ．8   
スペイン   8144  9359  6201  6454  4．1  5556  △13．9  11392  105  1．3   
フィンランド   864  1496  1044  1118  7．1  2128  90．3  10793  407．1  1．9   
スイス   899  4104  3599  4373  21．5   5693  30．2  5488   
オーストラリア  4032  4579  12801  5227  △59．2  75、13  43．7  8255   
日本   119  912   39  200  409．6  3200  1496．7  3268・  2．1   0   
東アジア   43759  5393l  58461  6了447  15．4  73789  9．4  68632  △7．0  △1．1   
アジアN忙S   6192  10735  10541  12141  15．2■  14802  21．9  12856  △13．1  △0．4   
蛤国   589  810  1776  2326   31 2844  22．3  5416  90．4  0．6   
台湾   91了  1375  1559  1932  23．9  2248  16．4  222  △60．1  △0．4   
シンガポール   4886  8550  7206  7883  9．4  9710  23．2  72■t8  △25．7  △．0．5   
ASEAN4   10052  9408  120了0  15125  25．3  14了51  △2，5  12025  △18．5  △0．6   
タイ   1804  1366  2068  2336   1 3746  60．4  6941  85．3  0．7   
マレーシア   5006  4342  4け8  5078  21．5  ’510（さ  0，5  3727  △27．0  △0．3   
フィリピン   1238  1591  1478  1517  2．6  1222  △1・9．4  1713  40．2  
インドネシア   2004  2109  4346  6194  425  4677  △24．5  △356  △l．1   
中国   △1．1   
20009  3145  3292l  46162  40．2  68255  47．9  71652   5  0．7   
メキシコ   4389  10973  9526  9186  △3．6  12831  39．7  18238  △20．2  △0． 
ブラジル   1292  3072  4859  11200  130．5  19650  75．4  31913  62．4  2．6   
世界   2’1942り253506   328862  358869  9．l  464340   29．4  643887  38．7  38，了   
先進凶   133850  川6379  208372  211・120  1．3  273276  29．4  46043l  6臥5  403   
途上国   78813．  101196  10（；224  、135343  27．4  172532  27．5  165944  △3．8  △1．4   
【注】【資料】表卜lに同じ。ただし、マレーシアの98年は仰（UNCTAD）、メキシコは〟等（lMF）。   

















衰ト3世界の対外直接投掛上位5カ国  （単位：10憶ドル・％）   
94年  95年  96年  97年  98年  伸び率   
78  米国  80．7  米国  99．5  米国  92，7  米国  ＝0  米国   t32．8  20月   噴位  93年                    口  米国                          2  英国  26．6  英国  34．l  英国   445  ドイツ  50．8  英国  ●  英国   106．7  68．l   
3  フランス  20．6  フランス  24．4  ドイツ  ．39．1  英国  35．2  ドイツ  41．2  ドイツ   87．7  1■ほ．8  
4  ドイツ  15．3  日本   柑一l  日本   22．5  オランダ  3l．5  フランス  35．5  フランス  40．8  15   
13．8  オランダ  l了．7  オランダ  20．1  フランス  30．4  オランダ  2臥9  オランダ  39．8  3了．6   5  日本                          ［注】ひ国際収支ベースくフロー）。（か伸び率は前年比③日本は96年6位（234患ドル）、97年6位（261億ドル）、9網  
〔資料］JfS（lMIF）よリJETRO作成を著者改編〈JETRO［2000］3頁参照）。   
表ト4 世界の対内    直持投資・上位5カ国  （単位：10憶ドル、射   
順位  93年  94年  95年  96年  97年  98年  伸び率   
山  米国   49  米国  47．4  米国  59．6  米国   89  米国  109．3  米国   193．4  77   
2  中国  27．5  中国  33．8  中国  35．8  中国  40．2  中国   4．2  英国   6了．5  82．4   
3  フランス  20．8  フランス  15．8  フランス  23．7  英国  25．8  英国   37  中国   43．8  △1．Ⅰ   
20．3  フランス  22  フランス  23  オランダ  33．3  163．1   4  英国  15．5  メキシコ  山  英国                  5  ベルギ  10．8  スペイン  9，4  スウェーデン  14．9  オランダ  14．6  ブラジル  19．了  ブラジル  3l．9  62．4   
注】Q）～②、［資料】    とも、表卜3に同じ。   
表卜5米国一EU間の直接投窓額の推移（国際収支べ」ス）  （単位＝100万ドル、％）  
90年  鋸年  92年  93年  94年  95年  96年  97年  98年   
東国－EU   4230  17738  15300  37401  31228  48834  3＄18l  48217  66460   
前年比伸び率（％）   319．3  △13．7  144．5  △16．5  56．4  △25．9  33．3  37．8   
巨∪→ 米国   20836  11581  4274  36596  23015   35131  5307l  t‖390  15dO29   
前年比伸び率摘）  △44．4  △63．1  756．2  △37．】  52．6  5l．l  15．7  157．4   
東国EU間合計   25066  293】9  柑574  73997  5J1243  83965  89252  109607  224489   
前年比伸び率（％）  17  △33．2  278  △26．了  54．8   6．3  22．8  104．8 
界の直接投資額合計（対外） 2423由I19昌4瑚 2009周 24742引 28那‖引、3585731379872l47512516哺920   





























表卜6 ニ国間投資協定数  
。。??。??
巨≡  
1959－1969  1970s  1980s  1990－1998  





























れらについては節2節においてM封との比較の上で考察する（衣2－2）。   
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表卜7 90年代の直接投資に関わる制度変更  
91年  92年  93年  94年  95年  96年  97年  98年   
投資に関わる規制を変化させた国数   35   43  57  49   64   65   76   60   
規制の変更数   82   79  102  110  112  114  151  145  
自由化または投資促進的な変更   80  79  101  108  106  98  135  136   
規制の方向への変更   2   0   2   6   16   16   9   
【資料】仰（UNCTAD）、JETRO［2000］33頁より筆者作成。  
表卜8 法令上の変化のタイプ（1995年）  
団活動条件自由化の増加   
口外繁劇出資／業種制限自由   
化の増加  
臼承認手続自由化の増加   
口優遇措置の増加   









のであり、投資国側からは強制をすることができないのである。   
このように、ヨーロッパ諸国の締結したB汀においては、外国投資の受入について、各  
国の管理規制に従うことを認める一方で、受入を許可された投棄については、保護をする  
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阻害または諷Ilけるような政府のj■～惜、つまり規制を撤廃∴削減し、市場の力によって投  
資の流れを決定させる国際システムを策定しようという意図があらわれており、多馴＿胃投  
資協定柿想の基本概念の萌芽がここにあるといえる。   
第2節 多国間投資協定  























月  事項   
1993  12  ウルグアイ・ラウンド妥結、貿易関連投資規制の段階的撤廃を合意   
95  山  WTO発足  
5  OEqD閣僚理事会がMAIの作成を宣言  
9  MAI交渉の開始  
12  WTO閣僚会議が国際投貸ルール作りの検討開始を決定   
96  3   途上国向けMAトヒミナ一閃催（香港）  
12      WTOにおいて国際投資ルール策定作業が断念される、NGOによるMAl批判の声が高まる   
97  5  
10   
皿  MAIに関して日本政府と日本のNGO間の協議が行われる  
12  OE〔氾本部前でNGOによるMAl反対デモ   
98  2  
4  
9  
10   
12  OECDが交渉打ち切りを発表  
［資料】著者作成。  
を閉じた（襲2－1）。  
ー143－   





ど、まだ未着手の分野に規制緩和プログラムを拡大することにあったお。   
投資自由化とは、M封締約国に自由化兼務を課すことであり、M犯では、内国民待遇  
（nationaltreatment）、最恵国待遇匝ost－ihvo代d・nation treatment）、透明性  
¢mnsparency）の3原則を基本原則に抑えることで当初から－一致していた0   
投資自由化の具体的措置としては、M射では、幹部人員を入国させる義務（キーパーソ  
ネル）、投資家に特定の義務を課すことによって投資受入国が利益を受けることを禁止する  




ったからである。   
紛争処矧ま、WTOの紛争解決手続の成功を受けて、M射でも主要な条項と位置づけら  
れ、当初から、国家相互間の紛争処理手続に加えて、投督家対国家の紛争処理手続が設け  









が得られず、交渉決裂に導いたと思われる点を取り上げる‘10。   
①協定の範閃及び適用   
投資とは、投資家が直接または間接に所有しまたは支配するすべての樵灘の嚢産を意味  
する、と定義されている。   
②投資家と投資の待遇  
この章には投資の自由化に関する規定が含まれている。  






















・特別項目   
この堰洞には、パフオ∵マンス要求貯er払rmanceRequirernents）、民営化、基準低下の  
禁1L（環境および労働）などの規定があるが、ここでは抑こパフォーマンス要求について  




ビス輸出の要求、輸出入均衡の要求、合弁の要求などが含まれる。   
③投資保護   
ここでは収用と補償、紛争からの保護、送金などについての規定があるが、特に収問およ  
び補償についての規定に触れる。   
締結国政府は、安当な公共目的などの場合を除いて自国内にある他の締結国の投薯家に  
ょる投紫を収用、同有化してはならないし、それと同様の措躍をとってはならない。そして、  
その私有財産を収用する場合には十分な補償をする必繋がある。   





されない。   
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のための「権利の蟄則と言われている。つまり、先進諸偶に拠ノ烹を持つ一一握りの多国籍  
企業が、国境を越えた事業活動を現地において何らの拘束や規則を受けることなく、利潤の  
最大化をはかって自由に遂行できるようにする法的枠組みがM犯なのである‘ll。   





ントである（表2－2）。   
表2－2 多国間投資協定の枠組みの比較  
OECD  
コード   原則  MAI   
法的拘束力  有   有   有   
投資関連制度・法の透明性  有   有   有   有   
投資の待遇  有   
〔自由化】  有Q）  有Q）  簸   
有   
有   
有   
最恵国待遇  有（封  有   有   
内国民待遇   有略）  有   有の  有   
有   雛   
有㊥）  有  
［保護】   送金の自由  有   有諒   
収用時の補償   
無 紛争処理   有   
有  




⑦段階的に栗鼠 ⑧ただし国内法を優先。⑨自由化実施をうたっている。  
【資料＝他′ガhwesEment晦α1［1996］（UNCTAD）．SLWOfhTPe肋，e，，tSt。Th由  








み法的な義務とされた）。   
これに対して、第1に、M朗は形式的に資本移動を自由化することを義務づけるだけで  
はなく、投資後の待遇についても加盟国に詳細な措置を法的に束務付けて、投資を促進す  
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いない事項については、それぞれの文揖丹の通報制度等を通じて、緩やかに留保兼雅の削  
減や内国民待遇の拡大が目指されてきたが、これらはmOの多国間交渉と比較で  




務の実施を厳しく迫るメカニズム・紛争一処理機間は今のところないのである。   
このようにMAIは、従来のOECDの投資保障の枠組みを、実体的にも、また手続的に  
も強化しようとするものである。  
4 各国の意図  




























③EU   
WrOにおいて、途上国をも含めて交渉を進めるべきだと主張し、先進国内だけで自E旧ヒ  
を推し進めてしまうことに県議を唱えていた。他地域に比べてM現に反対する市尺椚鋤が  
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を加える。   























なかったり、場を与えられてい なかったりすることである490  
本節では、国際機関での交渉時におけるアクターである国家、国家を構成する市民、新  
たなアクターとして近年注目を浴びているNGOについて取り上げる0そしてそれらが  












のサイトにMAI草案を指紋すると53、カナダの環境NGOを中心、としてMA‖舟走への反 ■  
対運動が急激に高まっだ40そして、1997年10月末にはNGOの要請に応え、OECDが  
M揖に関してNGOと協議を行ったoNGOはそこで鵬川7カ吼560団体が明宜した  
共同声明を発表した550声明の中には、M〟の内界と交渉プロセスに関するそれぞれ ∠l▼つ  
の要請が含まれている俵3・1）0この声明は、1・998年2什はま世界70カ吼600川体以上  
のNGOが署名を行い、再度発表されている5（；0  
■責郎紆蓉  表3  
内容  
・一一－l・」－・、                    尤差－・√■訂すZ   
口   
こ   ′・・一1・  ′州  に酢‥一‥－一 ∴＝lく＝二＝！－■－g、■j二∫′触鳳力のある協：－●・三   
2   
尤描守 
棄家にアカウン  
3   
MAIは投棄家♂  権を浸食する錦城に踏み込んでいる0鮎二lにおける  
4   
交渉プロセス  
市民の意見聴耳   史を行い、すべての国の協定への参加を保証するための時間を肘果すべく、MAl交  
口        捗を停止し 交   、渉期限を延長すること   
2  J＿ ヽ 協定冗及び各三    押）登‖呆項目を一般公開し、交渉の透明性せ硝保すること   
3  肋饗－ 爪式1‘一言捗にはタ    躇 捌凱別儀す－」当省庁だけでなく、他省庁、溝会からの参加も認めること   
ユヽJ㌧つく 
4   
［資料］JointNGO■Stat    ement‥dra托ed210ctober1997より筆者作風   
M揖に反対した人々が悶矧こした規定は、任進出外資への撤威した内国民待遇の保障、  
⑦投棄に対する絶対的帥の保吼③外剛路家に相手同曲頂を直訴するm吾蛸情誹求鼎  
一149－   
の付与・、在外周嚢本への逆差別の奨励、という一皮に集約される耶。これらの規定からは、投  
資家と比較して投資受入国政府の義務の増大、急速な白山化に伴う途上国の経済党展への  








































－150－   
項・節3項ではもう1つの矧土1として挙げられているフランスの交渉離脱について述べ、  
グロ→パル化の中での国家とNGOの役割について考察する。  
2 国家の役割  
1998年10月、フランスのジョスパン首椰は、「M揖は国家主権を著しく侵害する可能  
性があり、交渉の概念自体に問題がある」と述べ、MAI交渉からの離脱を宣言したG‘1 。フ  




































－151－   
































渉はl川排し、NGOの目指した結果になった。   
そのような結果になったのほ、Mぷ交渉参加国であるフランスが、M朗の押掛こ反対  
の窓を表明し、交渉を離脱したからだと考えられる。そしてカナダ、イギリスも続いて離  

































政府とNGOの間の関係は相互補完的であったと考えられる。   
フランスとNGOの利害は必ずしも一致しないし、M封に反対した理由も完全に一致す  
るとは考えがたい。しかし、M裏交渉においては、丙アクターとも理由はどうあれ、Mぷ  




ける受若者の普遍的連帯の可能性について論じている。   
国家と市民は両者とも、ハイレベル李白由化を目指した協定であるM朗からの受若者  
と考えられる。そして、NGOは、グローバルに受若者を啓発する組織であり、受若者であ  






－153－   
受著者が連帯する上で重要な役割を果たすアクターと考えられる。  





に終わったMAIを取り上げた。   
第1節では、先進国間での投資フローが増加しており、またそれを取り巻く制度も、自  
由化の方向へと変化してきているということが分かった。   
第2節では、MAIがOECDで秘密性に交渉された協定で、その内容は投資の自由化を  
おしすすめ、国内の規制を緩和させるものであったこと、各国がその協定に対して、多く  





























－154－   
Acti。n、すなわち戦闘中の行方不明者を指すとの指摘があり、現在のMultinational  
AgreementonInve＄tmen七郎卿こ変更された（Graham［2000】pp・22－23）0本稿では  





























































































－156－   
部この協定は、1998年12月に交渉が決裂したと報じられた（陀本経済新聞』1998年12  
月5日夕刊、6日朝刊）。多国間投資協定はWm／OECDという2つの国際機関で交渉が  



















































































































－159－   









































【1997】『1997年版 ジェトロ投資白書』日本貿易振興会。  
－160－   
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